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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第12期連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） － － 1,272,645 － 2,296,173

経常利益（千円） － － 131,901 － 876,992

中間（当期）純利益（千円） － － 70,510 － 512,208

純資産額（千円） － － 4,068,186 － 4,059,855

総資産額（千円） － － 4,823,863 － 4,585,987

１株当たり純資産額（円） － － 16,960.13 － 16,867.76

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ － 298.05 － 2,185.78

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － 280.78 － 2,036.91

自己資本比率（％） － － 83.2 － 87.0

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ － △104,352 － 193,327

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ － △208,867 － △557,380

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ － △276,632 － 41,259

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

－ － 1,784,804 － 2,374,657

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

－ 
（－）

－
（－）

52
（ 5）

－ 
（－）

32
（ 5）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第11期中、第11期及び第12期中は関連会社がないため、第12期及び第13

期中は連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３．第12期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

４．当社は平成16年８月20日付で株式１株につき２株、平成17年８月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており

ます。なお、１株当たり中間（当期）純利益はそれぞれ期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

５．第12期及び第13期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
  
 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 809,432 1,004,415 660,429 2,105,948 2,296,173

経常利益（千円） 324,361 337,872 114,571 972,967 902,724

中間（当期）純利益（千円） 188,746 196,929 65,794 572,061 527,426

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 829,215 831,781 833,685 830,115 833,614

発行済株式総数（株） 115,996 235,184 237,552 116,556 237,464

純資産額（千円） 3,132,117 3,671,056 4,023,845 3,517,233 4,005,218

総資産額（千円） 3,584,155 4,253,070 4,691,223 4,295,916 4,528,499

１株当たり純資産額（円） 27,109.21 15,670.46 17,004.51 30,295.64 16,932.09

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

1,627.88 843.71 278.11 4,938.85 2,250.72

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

1,498.12 782.81 262.00 4,547.03 2,097.43

１株当たり配当額（円） － － － 400 200

自己資本比率（％） 87.4 86.3 85.8 81.9 88.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△155,248 △42,648 － 531,029 －

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

188,716 △56,673 － △39,691 －

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△240,118 △41,194 － △238,950 －

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

2,238,412 2,556,934 － 2,697,450 －

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

20 
（2）

31
（4）

26
（ 3）

26 
（3）

32
（ 5）



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、（株）ビービーラボラトリーズの買収により、

新たに化粧品の製造販売事業に進出いたしました。これは、化粧品の安全性・有効性についての科学的根拠（エビデンス）の取

得による付加価値の創出や医科向け化粧品の市場創出等の事業展開について、当社の既存事業のインフラやノウハウ等の活用が

可能であり、当社と（株）ビービーラボラトリーズの事業の相乗効果によるグループ業績の極大化や事業リスクの分散という観

点から実施したものであります。 

また、当社は、平成19年１月４日付で、各グループ会社の事業における中立性及び客観性を担保するとともに、グループ全体

の経営効率の向上やコーポレート・ガバナンスの強化等により企業価値の増大を図るため、会社分割の方法により事業部門を

（株）総合医科学研究所として分社化し純粋持株会社に移行しております。 

これらの結果、提出日現在では、当社グループは、当社、子会社７社及び関連会社１社により構成されることになり、生体評

価システム事業、化粧品事業及びマーケティング事業を主たる事業とすることになりました。また、これにともない、当中間連

結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務

諸表等 (1)中間連結財務諸表（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

  

［事業系統図（提出日現在）］ 

  

 

  

 



＜生体評価システム事業＞ 

生体評価システム事業は（株）総合医科学研究所が営む事業であり、大学の研究成果を導入することにより、身体や病気の状

態を客観的かつ定量的に評価するための指標であるバイオマーカーとそれを利用した生体評価システムの研究開発を行い、その

技術を応用して、従来は適正な評価方法が存在しなかったために有効な食品や医薬品等の開発が不可能であった病態や疾病等に

関して、新たな食薬等の市場を開拓する事業であります。 

具体的な事業構造は以下のように区分されます。 

① 開発したバイオマーカー・生体評価システムを用いて、食品等の機能性・安全性等に関する臨床評価試験及びこれに付随す

るサービスを提供する事業（以下「評価試験事業」といいます。） 

② 当社グループ独自のバイオマーカー・生体評価システムの使用権を食品企業や製薬企業等に供与して対価を得たり、開発し

たバイオマーカー・生体評価システムを用いて食品企業や製薬企業等と共同で新たな食薬等を開発したりする事業（以下

「バイオマーカー開発事業」といいます。） 

評価試験事業においては、大学の研究成果と独自のノウハウ等により、特に特定保健用食品（以下「トクホ」といいます。）

の許可申請を目的とした臨床評価試験において強みを発揮しております。 

バイオマーカー開発事業においては、中心的なプロジェクトとして、「疲労」を客観的に定性化・定量化する方法を確立する

ことによって抗疲労トクホ・医薬品の開発を行う「産官学連携・疲労定量化及び抗疲労食薬開発プロジェクト」（以下「疲労プ

ロジェクト」といいます。）が進行しております。 

また、（株）ウィルス医科学研究所は、平成17年12月８日に東京慈恵会医科大学の近藤一博教授と共同で設立した子会社であ

り、近藤教授の研究成果であるヒトヘルペスウイルスを用いた疲労定量化技術(※１）や遺伝子治療用ベクター(※２)等の事業化

を目指しております。 

＜化粧品事業＞ 

化粧品事業は（株）ビービーラボラトリーズが営む事業であり、プラセンタエキスを用いた「プラセンタ研究所」シリーズ

や、女性ホルモンを用いた「アズコンプレックス」等の独自商品ブランドを展開しており、通信販売による直販に加えて有名百

貨店等への卸売りを行っております。 

＜マーケティング事業＞ 

マーケティング事業は（株）博報堂と合弁で設立した子会社である（株）エビデンスラボが営む事業であり、具体的には、健

康やトクホに関する情報を発信するコミュニティサイト「エビラボ」（http://www.evilabo.com/）の運営や、このウェブサイト

を介したトクホ等のマーケティングリサーチ、中間法人大阪府内科医会との提携によるトクホ等の市販後調査等を行っておりま

す。 

  

＜用語解説＞ 

※１ ヒトヘルペスウイルスを用いた疲労定量化技術について 

ヒトが疲労したり、体調が悪くなったりした場合に、口唇ヘルペスや帯状ヘルペス（帯状疱疹）を発病しやすくなることは経験的に知られ

ています。通常のウイルスは、宿主である細胞が死滅すると自らも死滅するのに対して、ヒトヘルペスウイルス（HHV-6及びHHV-7）は、宿主

細胞の健康状態の悪化を感知して細胞の外、特に唾液や皮膚の表面に逃げ出す性質を有しており、これが口唇ヘルペスや帯状ヘルペスを発病

するメカニズムに深く関与していると考えられます。本技術は、このヒトヘルペスウイルスの性質を利用し、体液中のヒトヘルペスウイルス

の発現量を測定することにより、日常における疲労度を簡便かつ定量的に評価できる方法です。疲労プロジェクトにおいてもその有用性が確

認されており、医療の現場や医薬品・食品等の臨床評価だけでなく、診断キットの開発による疲労度の自己モニタリングの実現にも繋がる技

術として期待されます。 

※２ ヒトヘルペスウイルスを用いた遺伝子治療用ベクターについて 

遺伝子治療においては、治療用遺伝子を治療の対象となる細胞に届け、その細胞の中に放出する技術が必要になります。体外から治療の対

象となる細胞に治療用遺伝子を運ぶ役割をするのが「ベクター（運び屋）」です。ウイルスは、細胞に感染し、その細胞内に自らの遺伝子を

放出して増殖をする性質を有していますが、このウイルスの性質を利用して、無害化したウイルスに治療用遺伝子を閉じ込め、細胞内に届け

る技術を「ウイルスベクター」といいます。従来、ウイルスの感染能力を利用するウイルスベクターは、治療用遺伝子の導入効率は高いもの

の安全性の面で劣るとされていましたが、本技術は、ヒトに持続的に潜伏感染する、もともと病原性の低いウイルスであるヒトヘルペスウイ

ルス（HHV-6及びHHV-7）を利用した導入効率と安全性の両面で優れたベクターであり、癌やＡＩＤＳ等の遺伝子治療への応用が期待されま

す。 

  
 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．上記子会社は、平成18年７月に株式を取得したことから、当中間連結会計期間から連結子会社としたものであります。 

４．上記子会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外書で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ20名増加しましたのは、新たに（株）ビービーラボラトリーズが連結子会社となっ

たためであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

（パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除く。）は（ ）内に中間会計期間の平均人員数を外書きで記載

しております。 

２．従業員数が前事業年度末に比べ6名減少しましたのは、主として連結子会社への出向によるものであります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

（株）ビービー

ラボラトリーズ 
東京都渋谷区 50 化粧品事業 

100 

（100） 

役員の兼任１名 

運転資金の貸付 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

生体評価システム事業 22 （ 3） 

化粧品事業 24 （ 2） 

マーケティング事業 2 （－） 

全社（共通） 4 （－） 

合計 52 （ 5） 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 26 （ 3） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、個人消費や設備投資等の内需が底堅く推移し、また好調な海外景気を背景と

して輸出が堅調に推移するなか、総じて景気の自律的拡大基調が継続しました。 

当社グループの主たる事業領域であるトクホ業界においては、特に前連結会計年度の下期は、血圧や血糖値等といった一般

的な効能のトクホの開発に一巡感が生じたことに加え、イソフラボンやアガリスクの安全性に関する問題が話題になり開発リ

スクが顕在化するなかで、トクホの主な開発主体である大手の食品・製薬企業等の開発動向が鈍化し、新規の開発案件が減少

しましたが、当中間連結会計期間においては開発動向に回復の兆しが見られました。このことは、社会の高齢化や健康保険財

政の逼迫による予防医療の必要性の高まり等という構造的な要因に何ら変わりはないこと、食品業界においては人口減の時代

に売上高の維持・増大を図るためには商品の付加価値を創出する必要があること等から、トクホ開発の需要が相応の水準で底

堅く存在することを背景とするものであると考えられます。今後、抗疲労トクホの上市や医科向けの展開の本格化といった当

社グループが現在進めている施策が実現することによって、トクホ市場は一層の成長ステージを迎えることも期待されます。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

生体評価システム事業のうち評価試験事業におきましては、主にトクホの許可取得を目的とした臨床評価試験の受託手数料

について、概ね計画どおりの554百万円の売上計上を行いました。一方、新規受注については、前連結会計年度の下期に低調に

推移しておりました新規受注が回復し、当中間連結会計期間における同事業の受注高は578百万円、当中間連結会計期間末時点

の受注残高は842百万円となりました。 

また、生体評価システム事業のうちバイオマーカー開発事業におきましては、疲労プロジェクトの第二期における抗疲労ト

クホ候補製品のトクホ申請に向けた臨床評価試験の受託手数料、財団法人循環器病研究振興財団からの研究受託料及び「精神

検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）」(※１)にかかるライセンス収入等計106百万円の売上計上を行いました。疲労プロ

ジェクトは最終段階が進行しており、現在は各参加企業が開発する抗疲労トクホ候補製品について、トクホ申請のための臨床

評価試験を順次実施しております。最も進んでいる企業では、既に試験結果の解析が終了しており、また２品目目の試験の準

備を進めている企業も出てきております。 

この結果、生体評価システム事業の売上高は660百万円、営業利益は253百万円となりました。 

化粧品事業におきましては、当中間連結会計期間から新たに連結子会社となった（株）ビービーラボラトリーズにおいて、

主力商品である「プラセンタ研究所」シリーズを中心として、通販部門で420百万円、卸売部門で189百万円の売上計上を行い

ましたが、一方で、のれん償却額を40百万円計上いたしました。この結果、化粧品事業の売上高は609百万円、営業利益は2百

万円となりました。 

マーケティング事業におきましては、（株）エビデンスラボが引き続きトクホ等を始めとするヘルスケアに関する情報を発

信するウェブサイトを運営するとともに、新たにトクホ等の市販後調査の受注活動を行っております。当中間連結会計期間に

おいてはマーケティング企画に関する2百万円の売上計上に留まっておりますが、（株）エビデンスラボが提携しております中

間法人大阪府内科医会を通じたトクホ等の市販後調査の第１号の案件を受注することができました。この市販後調査事業につ

きましては、顧客からの引き合いが活発であり、今後も積極的に受注活動を行うとともに、受注拡大に向けた医療機関ネット

ワークの拡充やインフラの整備にも注力する方針であります。この結果、マーケティング事業の売上高は２百万円、営業損失

は37百万円となりました。 

以上のようなことから、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,272百万円、営業利益74百万円、経常利益131百万円、中間

純利益70百万円となりました。 

 なお、当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成の初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません（以下

「(2）キャッシュ・フロー」において同じ）。 

  

 



＜用語解説＞ 

※１ 「精神検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）」について 

「精神検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）」は、当社の創業者である取締役梶本修身が開発した精神疲労や痴呆に関する定量評価シス

テムです。予め定められた順にポイントされる所定数のターゲットをタッチパネル画面上にランダムに配置して表示し、被験者にその定めら

れた順に各ターゲットをポイントさせて各ターゲットの探索に要した探索反応時間を測定し、この測定値に基づいて被験者の神経機能を演算

し、数値化するものです。精神疲労や痴呆の程度が高まれば高まるほど、各ターゲットの探索や反応により長い時間を要することを利用した

精神機能の評価システムであり、現在、当社が国内及び米国における特許権を保有しております。なお、ATMTは、“Advanced Trail Making 

Test”の略称であります。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益117百万円に加えて

定期預金の払戻等の収入要因がありましたが、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得480百万円や連結子会社の長期借入金

の繰上償還231百万円等の支出要因があったことから、当中間連結会計期間末の資金は1,784百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は104百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益117百万円及びのれん償却

額40百万円等を計上した一方で、持分法による投資利益41百万円の計上や法人税等の支払177百万円等の支出が生じたことに

よるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は208百万円となりました。これは主に、定期預金純減額500百万円等の収入に対し、連結の

範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出480百万円及び有価証券の取得による支出200百万円等が生じたことによるも

のであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は276百万円となりました。これは、連結子会社の長期借入金の返済による支出231百万円及

び配当金の支払による支出45百万円が生じたことによるものであります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成の初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

  

(1）生産実績 

 当社グループは、サービスの提供にあたり、製品の生産を行っていないため、生産実績について記載すべき事項はありませ

ん。 

(2）仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、契約締結日を基準として集計しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 

区 分 
当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

化粧品事業 （千円） 109,573 － 

合計 （千円） 109,573 － 

区 分 受 注 高 前年同期比（％） 受 注 残 高 前年同期比（％）

生体評価システム事業 （千円） 783,775 － 1,012,222 －

  評価試験 （千円） 578,738 － 842,282 －

  バイオマーカー開発 （千円） 205,037 － 169,940 －

マーケティング事業 （千円） 41,000 － 41,000 －

合 計 （千円） 824,775 － 1,053,222 －

区 分 
当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

生体評価システム事業 660,429 － 

  評価試験 （千円） 554,201 － 

  バイオマーカー開発 （千円） 106,227 － 

化粧品事業 （千円） 609,810 － 

マーケティング事業 （千円） 2,405 － 

合計 （千円） 1,272,645 － 

相 手 先 

当中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日 
  至 平成18年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％）

アサヒビール（株） 176,613 13.9％



３【対処すべき課題】 

(1) 疲労プロジェクトの推進 

疲労プロジェクトは、疲労を客観的に定性化・定量化するための評価システムを確立し、これまで適正な評価方法が無かっ

たために有効性を評価することが不可能であった抗疲労候補成分等について、その効果を検証することによって抗疲労トクホ

及び抗疲労医薬品を世に送り出すことを目的とする産官学連携プロジェクトであります。疲労プロジェクトは、主として文部

科学省科学技術振興調整費研究「疲労および疲労感の分子・神経メカニズムとその防御に関する研究」にて得られた研究成果

を、当該研究を行った大学研究者の参加を得てヒトを対象として実用化するものであり、契約している製薬・食品企業及び総

合商社等計18社の民間企業を通じて、平成20年６月期中にも抗疲労製品を上市することを目指しております。なお、「疲労お

よび疲労感の分子・神経メカニズムとその防御に関する研究」にて得られた研究成果の多くは、当社及び研究者が共同で特許

出願を行っております。疲労プロジェクトは、平成17年10月より、プロジェクトの最終段階である「第二期」に移行してお

り、各参加企業が開発する抗疲労トクホ候補製品について、トクホ申請のための臨床評価試験及び厚生労働省への申請に向け

た準備を順次行っております。 

今後、様々な病態をターゲットとして「評価システムの確立による新たな食薬市場の開拓」という疲労プロジェクトと同様

の事業を展開していく方針でもあり、疲労プロジェクトの成功は当社グループの成長戦略において不可欠の要素であるため、

その推進に最大限の努力をしてまいる所存であります。 

(2) 収益の多様化及び新規事業の推進 

当社グループでは、現在のところ生体評価システム事業においては評価試験事業における受託手数料収入が売上の主要部分

を占めておりますが、受託手数料収入は、その性質上顧客側の開発動向等の影響を受けやすく、また、主なトクホの開発主体

である大手の食品・製薬企業等の数や一企業あたりの開発件数にも限りがあることから、当社グループの成長戦略において

は、評価試験事業以外の事業を拡大しつつ、収益の多様化に注力する必要があると考えております。当社グループでは、疲労

プロジェクト及び血管内皮機能改善トクホの開発においては、製品の上市後のロイヤリティ収入を受領する契約を顧客と締結

しており、また、当社が国内及び米国の特許権を有する「精神検査方法及び精神機能検査装置（ATMT）」については医療機器

及びヘルスケア機器におけるロイヤリティ収益化に成功する等、開発技術をロイヤリティ形式で収益化することに注力してお

ります。また、前述のとおり、子会社の設立及びM&A等により、グループの事業の多角化を推進しております。 

今後につきましては、既に実施している施策を着実に成就させるとともに、顧客ニーズの多様化にも対応して引き続き既存

事業とのシナジーが見込める新規事業の立ち上げ及び推進に注力し、また、純粋持株会社体制への移行も契機として、他社と

の共同または自社グループで開発した製商品を上市していくことも視野に入れた運営を行ってまいります。 

(3) 大学との関係 

当社グループは大学との関係を重要な事業背景としており、今後、大学との関係を一層強化するとともに、権利関係の明確

化にも配慮した運営を行っていく方針であります。特に国公立大学の独立行政法人化により、大学自らが積極的に民間への技

術移転に取組むことが期待されますが、当社グループでは、これまで大学及び大学研究者と良好な関係を築き、大学の研究成

果を導入して事業展開を行ってきたという実績をアピールし、今後につきましても精力的に大学への働きかけを行います。 

(4) 知的財産権への対応 

当社グループでは、研究開発の成果として生ずる技術や成分等について、大学研究者等との共同または当社グループ単独に

て特許権その他の知的財産権を取得することにより、その権利の確保を図っております。また、当社グループの事業に必要な

大学研究成果が当社グループ以外で利用されることを防ぐため、当該研究成果について、一定の対価を支払う代わりにその特

許を受ける権利の一部を譲り受け、発明者と当社の共同で特許を出願することも行っております。今後、疲労プロジェクト等

において有用な知見が得られることが期待されることもあり、引き続き知的財産権を戦略的に取得または活用していきます。

 



(5) 人材の確保及び組織的対応の強化 

当社グループの事業におきましては、医学、薬学等の分野での専門性の高い人材の確保が不可欠であり、また、事業の拡大

に対応して営業や内部管理等の人材も充実させる必要があります。特に、新たな病態等をターゲットとした研究開発プロジェ

クトの立ち上げ及び推進には、当該分野での専門知識はもとより、大学研究者や契約企業との調整役を果たす能力の備わった

人材が必要であり、そのような人材を確保することは、当社グループの今後の事業戦略において極めて重要な要素となりま

す。当社グループでは、今後とも積極的に優秀な人材の採用等を進め、かつストックオプション等による適切なインセンティ

ブの付与等により、社員の意識向上と組織の活性化を図るとともに、優秀な人材の定着を図る方針であります。 

また、当社グループは、当中間連結会計期間（平成18年12月期）末時点において役職員計65名の小規模組織であり、個々の

役職員の働きに依存する部分が大きいため、何らかの原因により役職員に業務遂行上の支障が生じた場合のリスクの軽減及び

業務運営の効率化の観点から、ノウハウや情報の共有化に努め、組織的対応の強化を図ります。一方、業容や組織規模の拡大

に対応し、組織的な相互牽制や内部統制を強化するための体制の整備にも努めます。 

(6) 医療機関ネットワークの拡充及び整備 

当社グループでは、生体評価システム事業、化粧品事業、マーケティング事業ともに医科向けの事業展開に注力しておりま

す。この事業展開は、現在の時代のニーズに特に合致したものと言えます。予防医療の推進が、国民の大きな関心事となると

ともに国策ともなってきているなか、疾病の予備群は、従来は医療の外に置かれ、その対策は個々人に任されてきましたが、

本来は医師の管理下で予防を推進していくのが望ましいと言えます。国民においてはその意識の高まりや医療費負担の増加も

あって疾病予防への支出に抵抗がなくなってきており、また医師の側においても診療報酬や薬価の引き下げにより新たな医療

サービスの展開が求められており、さらには国においては健康保険財政の健全化に資することになることから、当社グループ

が推進する医科向けの事業展開は、大きな市場に成長する可能性を秘めたものと言えます。 

当中間連結会計期間においては、（株）エビデンスラボが担っているマーケティング事業において、同社が提携する中間法

人大阪府内科医会との共同によるトクホ等の市販後調査スキームの立ち上げに成功し、第１号となる調査の受注をすることが

できました。この市販後調査ビジネスにつきましては、顧客からの引き合いが活発であり、また、今後マーケティング事業に

限らず医科向けの事業展開を強化していく方針でもあり、当社グループでは、医療機関ネットワークのさらなる拡充に加え、

構築した医療機関ネットワークを効率的に運用するためのインフラの整備も進めていく方針であります。 

  

 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、締結した重要な契約は次のとおりであります。 

会社分割 

当社は、平成18年10月20日開催の取締役会において、会社分割による純粋持株会社体制への移行及び商号変更に関して決議

し、平成18年12月８日開催の臨時株主総会において新設分割計画が承認され、平成19年１月４日をもって会社分割を実施いた

しました。 

当該会社分割に関する事項の概要は、「第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等 (1)中間財務諸表（重要な後発事象）」に

記載しております。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は66,494千円であります。これは主として、バイオマーカー開発事業における

平成15年10月に発足した疲労プロジェクトの推進によるものであり、当中間連結会計期間は疲労プロジェクトにおける開発実験

を中心として以下のような研究開発活動を実施いたしました。 

疲労プロジェクトの推進 

 疲労プロジェクトは最終段階が進行しており、現在は各参加企業が開発する抗疲労トクホ候補製品について、トクホ申請のた

めの臨床評価試験を順次実施しております。最も進んでいる企業では、既に試験結果の解析が終了しており、また２品目目の試

験の準備を進めている企業も出てきております。 

 なお、当社は、疲労プロジェクトをさらに強力に推進するため、平成16年４月１日付で大阪外国語大学に寄附講座「精神疲労

解析学講座」を開設しております。本寄附講座は、疲労プロジェクトに関わる大学研究室間ネットワークの中心基地として情報

を集積・解析し、各大学の研究成果をより迅速かつ確実に疲労プロジェクトに導入させるための機能を担います。また、本寄附

講座では、疲労プロジェクトにおいて平成20年６月期以降の上市を予定している抗疲労食品及び医薬品の海外市場への展開を視

野に入れ、外国語大学の特性を活かし、精神疲労をもたらす社会的因子に関して人種・文化・習慣等に焦点をあてた研究を行

い、さらには海外における抗疲労市場の把握及び抗疲労素材の探索と導入等の活動を行っております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、新たに化粧品事業への進出を図るため、当該事業を行っている（株）ビービーラボラトリーズ

を買収により連結子会社としたことにより、同社の設備が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、

次のとおりであります。 

  

国内子会社 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．事業所は全て賃借しております。 

３．従業員数の（ ）は、平均臨時従業員数を外書しております。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物 器具及び備品 合計 

（株）ビービー
ラボラトリーズ 

本社 
(東京都渋谷区) 

化粧品事業 業務施設 285 6,439 6,724 
24
( 2) 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」の欄には、平成19年３月１日からこの半期報告書提出日までに新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年５月２日臨時株主総会決議（第２回新株予約権） 

 （注）１．平成15年６月３日開催の取締役会決議により平成15年６月30日をもって１株を７株に、平成15年８月29日開催の取締役

会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開催の取締役会決議により平成16年８月20日

をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日をもって１株を２株にそれぞれ

分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従

業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の

取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 863,968 

計 863,968 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年３月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 237,552 242,594
東京証券取引所
（マザーズ） 

－ 

計 237,552 242,594 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 182個 175個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 10,192株（注）１ 9,800株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 1,608円（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月３日から
平成25年５月２日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,608円
資本組入額  804円 

（注）１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



② 平成15年８月29日定時株主総会決議（第３回新株予約権） 

 （注）１．平成15年８月29日開催の取締役会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開催の取締役

会決議により平成16年８月20日をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日

をもって１株を２株にそれぞれ分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使

時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時において

も、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 553個 535個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 4,424株（注）１ 4,280株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 1,608円（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月30日から
平成25年８月29日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,608円
資本組入額  804円 

（注）１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



③ 平成16年９月28日定時株主総会決議（第４回新株予約権及び第５回新株予約権） 

 （注）１．平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日をもって１株を２株に分割いたしました。これにより、

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時において

も、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。 

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

３．平成16年９月28日開催の定時株主総会決議に基づいて付与された新株予約権は、①平成17年３月１日開催の取締役会決

議により付与されたもの及び②平成17年８月29日開催の取締役会決議により付与されたものがあり、①及び②には、そ

れぞれの新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額を記載しております。 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 1,000個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
①  1,524株（注）１
②   476株      

同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
① 324,948円（注）１
② 429,030円     

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年９月29日から
平成26年９月28日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

①発行価格  324,948円
 資本組入額  162,474円 

（注）１ 
②発行価格   429,030円 
 資本組入額  214,515円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



会社法に基づき発行した新株予約権付社債及び新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成19年１月15日取締役会決議（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債） 

 （注）１．本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求する本新株予約権に係る本社債の払込金

額の総額を転換価額で除して得られる最大整数とする。 

２．①本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額はその払込

金額と同額とする。ただし、交付株式数に転換価額を乗じた額が行使請求する本新株予約権に係る本社債の払込金額

の総数を下回る場合には、本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該差額部分を除く本社債とし、この場

合の本社債の価額は、本社債の払込金額から上記差額を差し引いた額とする。 

②転換価額は当初156,000円とする。ただし、下記③に従い修正または調整される。 

③転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（以下「決定日」という）の翌取引日以降、転換価額は、決定日ま

で（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終値（終値のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）のない日は

除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」と

いう。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額

（100円未満を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に一定の調整事由が

生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する金額に調整され

る。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が78,000円（ただし一定の調整事由が生じた場合の調整を受ける。以下

「下限調整価額」という。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が234,000円（た

だし一定の調整事由が生じた場合の調整を受ける。以下「上限調整価額」という。）を上回る場合には、修正後の転

換価額は上限転換価額とする。 

３．本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、転換価額（ただし、転換価額が修正または調整さ

れた場合は修正後または調整後の転換価額）とする。 

また、本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めると

ころに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その

端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額と

する。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権付社債の残高 － 1,400百万円 

新株予約権の数 － 28個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 － 9,582株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 － 146,100円（注）２ 

新株予約権の行使期間 －
平成19年２月１日から 
平成21年１月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

－
発行価格  146,100円 
資本組入額  73,050円 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 － （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 － （注）５ 

代用払込みに関する事項 － （注）６ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



４．各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

５．本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文および第３項本文の定めにより本社債または本新株予約権のうち一方の

みを譲渡することはできない。 

６．本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額はその払込金

額と同額とする。ただし、交付株式数に転換価額（一定の修正または調整があった場合は修正後または調整後の転換価

額）を乗じた額が行使請求する本新株予約権に係る本社債の払込み金額の総額を下回る場合は、本新株予約権の行使に

際して出資される財産は、当該差額部分を除く本社債とし、この場合の本社債の価額は、本社債の払込金額から上記差

額を差し引いた額とする。上記ただし書の場合には、本社債の償還金として上記差額を償還する。 

  

② 平成19年１月15日取締役会決議（第６回乃至第10回新株予約権） 

 （注）１．本新株予約権１個の行使請求により当社が当社普通株式を交付する数は、40,000,000円（以下「出資金額」という。）

を行使価額で除して得られる最大整数とし、本新株予約権複数個の行使請求により当社が当社普通株式を交付する数

は、行使請求の対象となった本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額を行使価額で除して得られる最大整数とする。

なお、本新株予約権の目的たる株式の総数の上限は、本新株予約権の総数に出資金額を乗じた金額を行使価額で除して

得られる最大整数となる。ただし、行使価額が修正または調整された場合は、本新株予約権の目的たる株式の総数は変

更される。 

２．①本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、上記１に定める出資金額とする。なお、修正開始日後の

包括行使請求または個別行使請求に基づく本新株予約権の行使に際して新株予約権１個につき出資される財産の価額

もこれと同額とする。 

②本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式１株あたりの価額

（以下「行使価額」という。）は、当初312,000円とする。ただし、下記③に従い修正または調整される。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 － 各10個（合計50個） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 － 6,400株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 － 312,000円（注）２ 

新株予約権の行使期間 －
平成19年２月１日から 
平成23年１月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

－
発行価格  315,718円 
資本組入額 157,819円 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 － （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 － （注）５ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



③行使価額の修正 

当社は、平成19年５月１日以降、平成22年１月29日までの間、当社取締役会が資金調達のために必要と認めた場合

には、修正開始日（行使価額修正の決定を行った日（以下「行使価額修正決議日」という。）の６銀行営業日後の日

をいい、以下「修正開始日」という。）以降、本新株予約権の要項に従って本新株予約権の行使価額修正が修正され

る旨を決定（以下「行使価額修正の決定」という。）することができ、この決定を行った場合には、当社は、行使価

額修正の決定が行われたことおよび修正開始日を、行使価額修正決議日に、新株予約権原簿に記載された各新株予約

権者に通知するものとする。 

行使価額修正の決定が行われた場合、行使価額は、①修正開始日（当日を含む。）から修正開始日の翌月の第３金

曜日まで（当日を含む。）の期間においては、行使価額修正決議日の前銀行営業日まで（当日を含む。）の３連続取

引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、行使価額修正決議日の前銀行営業日が取引日

でない場合には、行使価額修正決議日の前銀行営業日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「修正開始日

行使価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未満を切り捨てる。）に、②修正開始日の翌月の第３金曜日の翌日以後においては、毎月

第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌日以降、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終値の

ない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「修正後行

使価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未満を切り捨てる。）に、それぞれ修正される（修正後の行使価額を以下「修正後行使価

額」という。）。なお、修正開始日行使価額算定期間または修正後行使価額算定期間内に、一定の行使価額の調整事

由が生じた場合には、修正後行使価額は、本新株予約権の要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が78,000円（ただし、一定の調整事由が生じた場合の調整を受ける。

以下「下限行使価額」という。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とし、修正後行使価額が468,000

円（ただし、一定の調整事由が生じた場合の調整を受ける。以下「上限行使価額」という。）を上回る場合には、修

正後行使価額は上限行使価額とする。 

３．本新株予約権１個の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、40,412,000円（本新株予約権１個の発行価格

と出資金額を合計した金額）を、当該行使請求の時点（包括行使請求の場合は別途定める権利行使最終期日）において

有効な交付株式数で除した金額となり、本新株予約権複数個の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行

使請求の対象となった本新株予約権の数に40,412,000円を乗じた金額を、当該行使請求の時点（包括行使請求の場合は

別途定める権利行使最終期日）において有効な交付株式数で除した金額となる。 

また、本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めると

ころに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その

端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額と

する。 

４．各本新株予約権の一部行使はできないものとする。その他の条件は、当社と新株予約権者で締結した「株式会社総医研

ホールディングス第６回乃至第10回新株予約権買取契約証書」によるものとする。 

５．本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとする。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．平成19年１月１日から平成19年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,042株、資本金及び

資本準備金がそれぞれ300,695千円増加しております。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年７月１日～ 
平成18年12月31日 
（注） 

88 237,552 70 833,685 70 1,671,734



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記野村信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,867株であります。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が31株含まれております。また、「議決権の数」

の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数31個が含まれております。 

  

 

   平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

梶本 修身 大阪府箕面市 44,268 18.63 

梶本 智子 大阪府箕面市 27,980 11.77 

梶本 佳孝 大阪市北区 17,340 7.29 

有限会社ＧＭＳ 大阪府箕面市箕面３－16－23 8,936 3.76 

モルガンスタンレーアンドカンパニ

ーインク 

（常任代理人モルガンスタンレー証

券株式会社） 

1585 Broadway New York, New York 

10036, U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

6,367 2.68 

井上 昌治 東京都杉並区 4,500 1.89 

梶本 さゆり 大阪府箕面市 3,320 1.39 

梶本 真里 大阪府箕面市 3,320 1.39 

ザバンクオブニューヨークノントリ

ーティージャスデックアカウント 

（常任代理人株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

Global Custody, 32nd Floor One 

Wall Street, New York NY 10286, 

U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内２－７－１ 

カストディ業務部） 

1,891 0.79 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２－２－２ 1,867 0.78 

計 － 119,789 50.42 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   918 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 236,634 236,634 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 237,552 － － 

総株主の議決権 － 236,634 － 



②【自己株式等】 

 （注） 平成18年12月８日開催の当社臨時株主総会の決議により、平成19年１月４日から会社名を「株式会社総医研ホールディン

グス」に変更しております。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

  

(3）役職の異動 

 該当事項はありません。 

 

    平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社総合医科
学研究所(注) 

大阪府豊中市新千
里東町一丁目４番
２号 

918 － 918 0.38 

計 － 918 － 918 0.38 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 259,000 208,000 183,000 184,000 186,000 183,000 

最低（円） 166,000 156,000 123,000 103,000 146,000 146,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 ―――― 平田 洋 平成19年１月４日 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3）当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間

連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年７月１日か

ら平成18年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

   
当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   1,784,804 2,874,657 

２．受取手形及び売掛金   333,809 258,501 

３．有価証券   200,000 － 

４．たな卸資産   371,757 240,047 

５．信託受益権   500,000 448,000 

６．抵当証券   500,000 500,000 

７．その他   52,646 44,938 

貸倒引当金   △6,433 － 

流動資産合計   3,736,584 77.5 4,366,145 95.2

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1  64,257 65,663 

２．無形固定資産    

(1）のれん  765,991 －  

(2）その他  52,829 818,820 21,744 21,744 

３．投資その他の資産   204,201 132,434 

固定資産合計   1,087,279 22.5 219,842 4.8

資産合計   4,823,863 100.0 4,585,987 100.0

     



  

  

   
当中間連結会計期間末
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   18,885 － 

２．未払法人税等   45,835 182,955 

３．賞与引当金   712 － 

４．ポイント引当金   8,370 － 

５．前受金   287,857 288,405 

６．営業外未払金 ※2  290,000 － 

７．その他   104,015 54,771 

流動負債合計   755,677 15.7 526,131 11.5

負債合計   755,677 15.7 526,131 11.5

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金   833,685 17.3 833,614 18.2

２．資本剰余金   1,671,734 34.6 1,671,663 36.5

３．利益剰余金   1,707,863 35.4 1,684,662 36.7

４．自己株式   △199,940 △4.1 △199,940 △4.4

株主資本合計   4,013,343 83.2 3,990,001 87.0

Ⅱ 少数株主持分   54,842 1.1 69,854 1.5

純資産合計   4,068,186 84.3 4,059,855 88.5

負債・純資産合計   4,823,863 100.0 4,585,987 100.0

     



②【中間連結損益計算書】 

  

  

   
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,272,645 100.0 2,296,173 100.0

Ⅱ 売上原価   350,106 27.5 712,839 31.0

売上総利益   922,539 72.5 1,583,333 69.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  847,638 66.6 698,898 30.5

営業利益   74,900 5.9 884,435 38.5

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  1,286 352  

２．持分法による投資利益  41,961 －  

３．保険解約益  6,236 －  

４．抵当証券利息  － 1,797  

５．助成金収入  － 1,643  

６．信託収益  － 664  

７．雑収入  8,492 57,977 4.6 8 4,466 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  877 －  

２．事務所移転費用  － 8,659  

３．創立費用  － 1,912  

４．新株発行費  － 1,255  

５．株式交付費  91 －  

６．雑損失  7 976 0.1 82 11,909 0.5

経常利益   131,901 10.4 876,992 38.2

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※2 － 3,995  

２．賃貸借契約解約損  14,000 14,000 1.1 － 3,995 0.2

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  117,901 9.3 872,996 38.0

法人税、住民税及び事
業税 

 42,186 370,476  

法人税等調整額  20,216 62,403 4.9 455 370,932 16.1

少数株主損失（△）   △15,011 △1.1 △10,145 △0.4

中間（当期）純利益   70,510 5.5 512,208 22.3

     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

区分 

株主資本
少数株主 
持  分 

純 資 産
合  計 

資 本 金 
資  本 
剰 余 金 

利  益
剰 余 金 

自己株式
株主資本
合  計 

平成18年６月30日 残高 
(千円) 

833,614 1,671,663 1,684,662 △199,940 3,990,001 69,854 4,059,855 

中間連結会計期間中の変
動額 

       

新株の発行 70 70   141  141 

剰余金の配当   △47,309  △47,309  △47,309 

中間純利益   70,510  70,510  70,510 

株主資本以外の項目の 
当中間連結会計期間中
の変動額（純額） 

    － △15,011 △15,011 

中間連結会計期間中の変
動額合計    （千円） 

70 70 23,201 － 23,342 △15,011 8,330 

平成18年12月31日 残高 
(千円) 

833,685 1,671,734 1,707,863 △199,940 4,013,343 54,842 4,068,186 

区分 

株主資本
少数株主 
持  分 

純 資 産
合  計 

資 本 金 
資  本 
剰 余 金 

利  益
剰 余 金 

自己株式
株主資本
合  計 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

830,115 1,668,164 1,218,892 △199,940 3,517,233 － 3,517,233 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 3,499 3,499   6,998  6,998 

剰余金の配当   △46,438  △46,438  △46,438 

当期純利益   512,208  512,208  512,208 

株主資本以外の項目の 
当連結会計年度中の変
動額（純額） 

    － 69,854 69,854 

連結会計年度中の変動額
合計      （千円） 

3,499 3,499 465,769 － 472,767 69,854 542,622 

平成18年６月30日 残高 
(千円) 

833,614 1,671,663 1,684,662 △199,940 3,990,001 69,854 4,059,855 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

   

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  117,901 872,996 

減価償却費   20,705 31,674 

のれん償却額   40,315 － 

貸倒引当金の減少額   △12,804 － 

賞与引当金の増加額   12 － 

ポイント引当金の減少額   △2,613 － 

受取利息及び受取配当金   △881 △352 

支払利息   877 － 

持分法による投資利益   △41,961 － 

保険解約益   △6,236 － 

賃貸借契約解約損   14,000 － 

有形固定資産除却損   － 3,995 

売上債権の増減額（増加：
△） 

  70,815 △51,138 

たな卸資産の増減額（増加：
△） 

  14,445 △39,699 

前受金の減少額   △548 △126,434 

未払消費税等の減少額   △16,726 △16,380 

その他   △123,951 △81,250 

小計   73,348 593,411 

利息及び配当金の受取額   596 229 

利息の支払額   △877 － 

法人税等の支払額   △177,420 △400,313 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △104,352 193,327 



  

  

  次へ 

    
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

定期預金の純増減額（増加：
△） 

  500,000 △500,000 

有価証券の取得による支出   △200,000 － 

信託受益権の純増減額（増
加：△） 

  △52,000 51,594 

有形固定資産の取得による支
出 

  △1,974 △34,828 

無形固定資産の取得による支
出 

  △12,384 △20,600 

投資有価証券の取得による支
出 

  － △50,000 

連結の範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出 

  △480,465 － 

貸付金の回収による収入   1,447 － 

差入保証金の差入による支出   － △3,975 

差入保証金の返還による収入   － 429 

保険の解約による収入   36,499 － 

その他   10 － 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △208,867 △557,380 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

長期借入金の返済による支出   △231,503 － 

株式の発行による収入   49 6,142 

少数株主からの払込による収
入 

  － 80,000 

配当金の支払額   △45,179 △44,882 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △276,632 41,259 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △589,852 △322,793 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,374,657 2,697,450 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 1,784,804 2,374,657 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ４社 (1）連結子会社の数   １社 

  主要な連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  （株）エビデンスラボ 

（株）ビービーラボラトリーズ 

なお、（株）ビービーラボラトリー

ズ他２社については、当中間連結会計

期間において新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

（株）エビデンスラボ 

 なお、（株）エビデンスラボについ

ては、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。 

  (2）非連結子会社の名称等 (2）非連結子会社の名称等 

  （株）日本臨床システム 同左 

  （株）ウィルス医科学研究所   

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、中間純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数   １社 (1）持分法適用の関連会社数 

  会社名 

  （株）クリニカルトラスト 

なお、（株）クリニカルトラストに

ついては、重要性が増加したことによ

り、当中間連結会計期間より持分法適

用の関連会社に含めております。 

───── 

  

  (2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

  （株）日本臨床システム及び（株）

ウィルス医科学研究所は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しております。 

 （株）日本臨床システム、（株）ウ

ィルス医科学研究所及び（株）クリニ

カルトラストは、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

すべての連結子会社の中間会計期間の

末日は、中間連結決算日と一致しており

ます。 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 



 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品・原材料 商品・原材料 

   一部の連結子会社は、最終仕入原

価法による原価法を採用しておりま

す。 

───── 

  仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法を採用してお

ります。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

  建物       10～50年   

  器具及び備品   ３～15年   

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 なお、貸倒実績及び貸倒懸念債権等

特定の債権がないため、当連結会計年

度は貸倒引当金を計上しておりませ

ん。 

  ② 賞与引当金 ───── 

 一部の連結子会社は、従業員の賞与

の支給に充てるため、支給見込額のう

ち、当中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

  



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
当中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ③ ポイント引当金 ───── 

   一部の連結子会社は、購入金額に応

じて顧客へ付与したポイントの将来の

利用に伴う費用負担に備えるため、将

来利用されると見込まれる額を計上し

ております。 

  

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

───── 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 ① 消費税等の処理方法 

  税抜方式を採用しております。 同左 

② 匿名組合への出資と会計処理 

一部の連結子会社は、航空機の購入

及びレバレッジドリースを目的とした

匿名組合と出資契約を締結し、30百万

円を出資しております。 

当該金額は、出資金として認識する

とともに、その後の同組合の財政状態

の変動による純資産の同社持分相当額

は、出資金から直接加除して処理して

おります。 

また、同組合の当中間連結会計期間

に属する損益の同社持分相当額を、匿

名組合投資利益（雑収入）または匿名

組合投資損失（雑損失）として処理し

ております。 

───── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許資金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） ───── 

当中間連結会計期間から、「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第１号）を適用しております。 

これにより、従来は営業外費用の「新株発行費」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間より「株

式交付費」として表示する方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加88株は、ストックオプションの行使によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   109,319千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額   79,396千円 

※２ 関係会社株式の取得に伴うものであります。 ※２        ───── 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は40％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は60％であ

ります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は12％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は88％であ

ります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
  

給料手当 127,730千円 

賞与引当金繰入額 712千円 

退職給付費用 630千円 

広告宣伝費 153,743千円 

販売促進費 102,913千円 

支払手数料 88,136千円 

研究開発費 66,494千円 

のれん償却額 40,315千円 

貸倒引当金繰入額 3,813千円 

  

役員報酬 67,366千円 

給料手当 74,079千円 

減価償却費 10,127千円 

支払手数料 104,363千円 

研究開発費 205,452千円 

※２        ───── ※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建物 3,995千円 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式  

普通株式（注） 237,464 88 － 237,552 

合計 237,464 88 － 237,552 

自己株式  

普通株式 918 － － 918 

合計 918 － － 918 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加120,908株は、平成17年８月19日付の株式分割（１：２）による増加116,556

株、ストックオプションの行使による増加4,352株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加459株は、平成17年８月19日付の株式分割（１：２）による増加であります。

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）平成17年８月19日をもって普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  次へ 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 
定時株主総会 

普通株式 47,309 200 平成18年６月30日 平成18年９月29日

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式  

普通株式（注）１． 116,556 120,908 － 237,464 

合計 116,556 120,908 － 237,464 

自己株式  

普通株式（注）２． 459 459 － 918 

合計 459 459 － 918 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月29日 
定時株主総会 

普通株式 46,438 400 平成17年６月30日 平成17年９月30日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 
定時株主総会 

普通株式 47,309 利益剰余金 200 平成18年６月30日 平成18年９月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 
  

  

現金及び預金勘定 1,784,804千円

現金及び現金同等物 1,784,804千円

現金及び預金勘定 2,874,657千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △500,000千円

現金及び現金同等物 2,374,657千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

───── 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

  

  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

器具及び備品 4,077 135 3,941

合計 4,077 135 3,941

２．未経過リース料中間期末残高相当額   
  

１年内 789千円

１年超 3,157千円

合計 3,947千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

  
支払リース料 142千円

減価償却費相当額 135千円

支払利息相当額 11千円

４．減価償却費相当額の算定方法   

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

５．利息相当額の算定方法   

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度末（平成18年６月30日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 5,000 

非上場外国債券 200,000 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 5,000 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

１．ストック・オプションの内容 

  

（注）株式分割に伴う影響を加味した株式数に換算して記載しております。 

 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成15年５月２日 平成15年８月29日 

名称 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役及び監査役  ４名 

当社従業員       10名 

社外の取締役候補者   １名 

当社取締役       ３名 

当社従業員       11名 

社外の協力者      ９名 

ストック・オプション数

（注） 
普通株式13,888株 普通株式6,624株 

付与日 平成15年５月22日 平成15年９月５日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた者は、権利行

使時においても、当社または当社の子会

社の取締役、監査役または従業員の地位

にあることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他正当な理由

のある場合として当社の取締役会が認め

た場合にはこの限りではない。 

新株予約権発行時において当社または当

社の子会社の取締役または従業員であっ

た者は、新株予約権行使時においても、

当社または当社の子会社の取締役、監査

役または従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合として

当社の取締役会が認めた場合にはこの限

りではない。 

対象勤務期間 ────── ────── 

権利行使期間 
平成17年５月３日から 

平成25年５月２日まで 

平成17年８月30日から 

平成25年８月29日まで 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成16年９月28日 平成16年９月28日 

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 
当社従業員       10名 

社外の協力者      49名 

当社取締役       １名 

当社従業員       ８名 

ストック・オプション数

（注） 
普通株式1,524株 普通株式476株 

付与日 平成17年３月１日 平成17年８月29日 

権利確定条件 

新株予約権発行時において当社または当

社の子会社の取締役または従業員であっ

た者は、新株予約権行使時においても、

当社または当社の子会社の取締役、監査

役または従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合として

当社の取締役会が認めた場合にはこの限

りではない。 

新株予約権発行時において当社または当

社の子会社の取締役または従業員であっ

た者は、新株予約権行使時においても、

当社または当社の子会社の取締役、監査

役または従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合として

当社の取締役会が認めた場合にはこの限

りではない。 

対象勤務期間 ────── ────── 

権利行使期間 
平成18年９月29日から 

平成26年９月28日まで 

平成18年９月29日から 

平成26年９月28日まで 



２．ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

  

    第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   － 6,456 1,524 476

付与   － － － －

失効   － － － －

権利確定   － 6,456 － －

未確定残   － － 1,524 476

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   12,600 － － －

権利確定   － 6,456 － －

権利行使   2,352 2,000 － －

失効   － － － －

未行使残   10,248 4,456 － －

    第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

権利行使価格 （円） 1,608 1,608 324,948 429,030

行使時平均株価 （円） 313,929 386,500 － －

公正な評価単価（付与日） （円） － － － －



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

  事業は、サービスの種類、性質を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1)生体評価システム事業 

身体や病気の状態を客観的かつ定量的に評価するための指標であるバイオマーカーとそれを利用した生体評価シス

テムを開発し、当該技術を用いてトクホ申請のための臨床評価試験を受託したり、当該技術を食品企業や製薬企業

等に供与して対価を得る事業 

(2)化粧品事業 

化粧品等の製造及び販売を行う事業 

(3)マーケティング事業 

トクホ等を対象とする市販後調査、ウェブサイトを介した広告販促活動の企画ならびに販売及びマーケティングリ

サーチ等を行う事業 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は143,854千円であり、その主なものは当社の管

理部門に係る費用及び全社経費等であります。 

４．事業区分の変更 

 事業区分につきましては、従来「生体評価システム事業」の単一事業としておりましたが、当中間連結会計期間よ

り「生体評価システム事業」、「化粧品事業」及び「マーケティング事業」の３区分に変更しております。この変更

は、当中間連結会計期間に（株）ビービーラボラトリーズ等が当社グループに加わったことにより、事業構造が大き

く転換したことを契機に、各事業の実態及び収益構造を適切に開示し、事業の種類別セグメント情報の有効性をより

高めるために行ったものであります。 

 この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の売上高は、「生体評価システム事業」が前連結会計年度にお

ける単一セグメントとしての「生体評価システム事業」に比べ2,405千円（すべて外部顧客に対する売上高）減少し、

「マーケティング事業」が同額（すべて外部顧客に対する売上高）増加しております。営業費用は、「生体評価シス

テム事業」が前連結会計年度における単一セグメントとしての「生体評価システム事業」に比べ40,271千円減少し、

「マーケティング事業」が同額増加しております。なお、前連結会計年度のセグメント情報につきましては、当中間

連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分した場合の影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する生体評価システム事業を行っており、当該セグメント以外に事業の種類がな

いため、該当事項はありません。 

  

 

  
生体評価シ
ステム事業 
（千円） 

化粧品事業
（千円） 

マーケティ
ング事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売

上高 
660,429 609,810 2,405 1,272,645 － 1,272,645 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

   計 660,429 609,810 2,405 1,272,645 － 1,272,645 

営業費用 406,661 606,817 40,271 1,053,890 143,854 1,197,744 

営業利益又は 

営業損失（△） 
253,767 2,993 △37,866 218,755 △143,854 74,900 



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

１株当たり純資産額 16,960.13円

１株当たり中間純利益金額 298.05円

潜在株式調整後１株当たり中間
純利益金額 

280.78円

１株当たり純資産額 16,867.76円

１株当たり当期純利益金額 2,185.78円

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額 

2,036.91円

  
当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額   

中間（当期）純利益（千円） 70,510 512,208 

普通株主に帰属しない金額（千円） 
（うち利益処分による役員賞与金） 

－
（－） 

－ 
（－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

70,510 512,208 

普通株式の期中平均株式数（株） 236,574 234,337 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純
利益金額 

  

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 
（うち新株予約権） 

14,549
（14,549） 

17,126 
（17,126） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年９月28日開催の定時株

主総会決議による平成17年３月17

日発行の新株予約権（ストックオ

プション）762個（普通株式1,524

株）及び平成17年８月29日発行の

新株予約権（ストック・オプショ

ン）238個（普通株式476株） 

 平成16年９月28日開催の定時株

主総会決議による平成17年８月29

日発行の新株予約権（ストックオ

プション）238個（普通株式476

株） 



（重要な後発事象） 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（新株予約権付社債および新株予約権の発行について） （株式会社ビービーラボラトリーズの子会社化につい

て） 

 平成19年１月15日開催の当社取締役会において第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債ならびに第６回乃至

第10回新株予約権の発行を決議し、平成19年１月31日に

払込みが完了しております。その概要は次のとおりで

す。 

  

Ⅰ．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について 

１．社債の名称 

株式会社総医研ホールディングス第１回無担保転換

社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付） 

２．社債の総額 

2,000,000,000円 

３．各社債の金額 

50,000,000円の1種 

４．発行価額の総額 

2,000,000,000円 

５．発行価格 

額面100円につき金100円。 

ただし、本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要

しない。 

６．利率 

本社債には利息を付さない。 

７．償還期限 

平成21年１月30日 

８．払込期日 

平成19年１月31日 

本新株予約権を割り当てる日は平成19年１月31日と

する。 

９．本新株予約権の目的となる株式の種類 

当社普通株式 

10．本新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式

を交付する数は、行使請求する本新株予約権に係る

本社債の払込金額の総額を転換価額で除して得られ

る最大整数とする。 

11．本新株予約権の総数 

40個 

12．本新株予約権の行使時の払込金額 

社債の発行価額と同額とする。 

13．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額の総額 

金2,000,000,000円 

14．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

① 本新株予約権の行使により発行する当社普通株

式１株の発行価格は、転換価額（ただし、転換価額

が修正または調整された場合は修正後または調整後

の転換価額）とする。 

当社は、新たに化粧品製造販売業への進出を目的とし

て、平成18年７月３日開催の取締役会において、化粧品

製造販売業を営む株式会社ビービーラボラトリーズの株

式を100％保有している持株会社である有限会社コアの

株式を100％取得し、子会社化する方針を決議いたしま

した。 

当該決議に従い、平成18年７月４日付で同社の株式を

60株取得し、両社を連結子会社としました。 

１．株式取得の相手会社等の名称 

田中 拓也、田中 礼央、田中 義信、田中 洋子 

２．買収する会社の名称、事業内容、規模 

名  称：有限会社コア 

事業内容：化粧品の販売及び有価証券の保有 

規  模： 

平成17年９月期 

売上高  19,117千円 

経常損失  4,925千円 

総資産  93,426千円 

純資産  61,741千円 

３．有限会社コアの子会社化に伴い連結対象となる会社

の名称、事業内容、規模 

名  称：株式会社ビービーラボラトリーズ 

事業内容：化粧品の製造販売業 

規  模： 

平成17年６月期 

売上高 1,412,849千円 

経常利益  9,575千円 

総資産  571,718千円 

純資産  233,244千円 

４．株式取得の時期 

平成18年７月４日 

５．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

取得株式数     60株 

取得価額    790百万円 

取得後持分比率   100％ 

６．支払資金の調達及び支払方法 

支払資金については、保有する現金及び預金により

支払う予定であります。 

  

（ストックオプション） 

平成18年９月28日開催の当社の定時株主総会におい

て、当社及び当社子会社の取締役及び従業員並びに社

外のコンサルタント及び協力者に対して、会社法第

236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、新株

予約権の発行を決議いたしました。 



 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

の定めるところに従って算出された資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満

の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるもの

とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加

限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

  

15．転換価額   

転換価額は、１株につき当初156,000円とする。   

16．転換価額の修正   

本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（以

下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額

は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（た

だし、終値（終値のない場合は、気配表示を含む。以

下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場

合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日と

する。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日

の終値の平均値の90％に相当する金額（100円未満を

切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正さ

れる。なお、時価算定期間内に、一定の転換価額の調

整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新

株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断す

る金額に調整される。 

ただし、かかる算出の結果、決定日価額が78,000円

（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合に

は、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価

額が234,000円（以下「上限転換価額」という。）を

上回る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額と

する。 

  

17．新株予約権の行使期間   

平成19年２月１日から平成21年１月29日まで   

18．資金使途   

新規のバイオマーカー、食薬および化粧品等にかか

る研究開発、ならびに特定保健用食品等の市販後調査

等を行うマーケティング事業を拡大させるためのイン

フラの構築等の事業基盤の拡充に向けた投資等を行う

べく、これらの事業活動を行う子会社である株式会社

総合医科学研究所、株式会社ビービーラボラトリーズ

または株式会社エビデンスラボに対する出資または融

資等に充当する予定であります。 

  



 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

Ⅱ．第６回乃至第10回新株予約権について   

１．新株予約権の目的となる株式の種類   

  当社普通株式   

２．新株予約権の目的となる株式の数   

本新株予約権１個の行使請求により当社が当社普通

株式を交付する数は、40,000,000円（以下「出資金

額」という。）を行使価額で除して得られる最大整数

とし、本新株予約権複数個の行使請求により当社が当

社普通株式を交付する数は、行使請求の対象となった

本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額を行使価額

で除して得られる最大整数とする。 

  

３．発行総数   

各10個（合計50個）   

４．発行価額の総額   

各4,120,000円（合計20,600,000円）   

５．払込期日   

平成19年１月31日   

６．新株予約権の行使時の払込金額   

本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の

価額は、40,000,000円とする。 

  

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額の総額 

  

各404,120,000円（合計2,020,600,000円） 

本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合

および当社が新株予約権を取得した場合には、上記金

額は減少する。 

  

８．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

  

① 本新株予約権１個の行使により発行する当社普通

株式１株の発行価格は、40,412,000円を、当該行使

請求の時点において有効な交付株式数で除した金額

となり、本新株予約権複数個の行使により発行する

当社普通株式１株の発行価格は、行使請求の対象と

なった本新株予約権の数に40,412,000円を乗じた金

額を、当該行使請求の時点において有効な交付株式

数で除した金額となる。 

  

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

の定めるところに従って算出された資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満

の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるもの

とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加

限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

  

９．行使価格   

行使価格は、当初312,000円とする。   



  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

10．行使価額の修正   

① 当社は、平成19年５月１日以降、平成22年１月29

日までの間、当社取締役会が資金調達のために必要

と認めた場合には、修正開始日以降、行使価額修正

を決定することができ、この決定を行った場合に

は、当社は、行使価額修正の決定が行われたことお

よび修正開始日を、行使価額修正決議日に、新株予

約権原簿に記載された各新株予約権者に通知するも

のとする。 

  

② 行使価額修正の決定が行われた場合、行使価額

は、①修正開始日（当日を含む。）から修正開始日

の翌月の第３金曜日まで（当日を含む。）の期間に

おいては、行使価額修正決議日の前銀行営業日まで

（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終値

（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、

行使価額修正決議日の前銀行営業日が取引日でない

場合には、行使価額修正決議日の前銀行営業日の直

前の取引日までの３連続取引日とする。以下「修正

開始日行使価額算定期間」という。）の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎

日の終値の平均値の90％に相当する金額（100円未

満を切り捨てる。）に、②修正開始日の翌月の第３

金曜日の翌日以後においては、毎月第３金曜日（以

下「決定日」という。）の翌日以降、決定日まで

（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終値の

ない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決

定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以

下「修正後行使価額算定期間」という。）の株式会

社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（100

円未満を切り捨てる。）に、それぞれ修正される

（修正後の行使価額を以下「修正後行使価額」とい

う。）。なお、修正開始日行使価額算定期間または

修正後行使価額算定期間内に、一定の行使価額の調

整事由が生じた場合には、修正後行使価額は、本新

株予約権の要項に従い当社が適当と判断する値に調

整される。 

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が

78,000円（以下「下限行使価額」という。）を下回

る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とし、

修正後行使価額が468,000円（以下「上限行使価

額」という。）を上回る場合には、修正後行使価額

は上限行使価額とする。 

  

11．新株予約権の行使期間   

平成19年２月１日から平成23年１月31日まで   

12．資金使途   

主としてグループにおける事業の一層の多角化や強

化を行うための子会社設立およびＭ＆Ａ等に要する機

動的な調達資金等に充当する予定であります。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   3,056,934  1,559,353 2,721,146  

２．受取手形   945  4,042 1,953  

３．売掛金   143,816  197,847 256,548  

４．たな卸資産   319,035  224,717 240,047  

５．関係会社短期貸付
金 

  －  300,000 －  

６．信託受益権   －  500,000 448,000  

７．抵当証券   500,000  500,000 500,000  

８．その他 ※３ 41,126  243,929 43,148  

流動資産合計    4,061,857 95.5 3,529,890 75.2  4,210,843 93.0

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１ 73,057  54,874 62,454  

２．無形固定資産   2,982  2,584 2,767  

３．投資その他の資産       

(1) 関係会社株式   －  1,028,340 180,000  

(2) その他   115,173  75,534 72,434  

   計   115,173  1,103,874 252,434  

固定資産合計    191,213 4.5 1,161,332 24.8  317,655 7.0

資産合計    4,253,070 100.0 4,691,223 100.0  4,528,499 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．未払法人税等   145,524  44,853 182,659  

２．前受金   379,371  286,765 288,405  

３．営業外未払金 ※２ －  290,000 －  

４．その他 ※３ 57,118  45,758 52,215  

流動負債合計    582,014 13.7 667,377 14.2  523,280 11.6

負債合計    582,014 13.7 667,377 14.2  523,280 11.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    831,781 19.5 － －  － －

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,669,830  － －  

資本剰余金合計    1,669,830 39.3 － －  － －

Ⅲ 利益剰余金       

１．任意積立金   10,000  － －  

２．中間未処分利益   1,359,383  － －  

利益剰余金合計    1,369,383 32.2 － －  － －

Ⅳ 自己株式    △199,940 △4.7 － －  － －

資本合計    3,671,056 86.3 － －  － －

負債・資本合計    4,253,070 100.0 － －  － －

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 833,685 17.8  833,614 18.4

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   －  1,671,734 1,671,663  

資本剰余金合計    － － 1,671,734 35.6  1,671,663 36.9

３．利益剰余金       

(1）その他利益剰余
金 

      

別途積立金   －   10,000 10,000   

繰越利益剰余金   －   1,708,365 1,689,880   

利益剰余金合計    － － 1,718,365 36.6  1,699,880 37.5

４．自己株式    － － △199,940 △4.2  △199,940 △4.4

株主資本合計    － － 4,023,845 85.8  4,005,218 88.4

純資産合計    － － 4,023,845 85.8  4,005,218 88.4

負債・純資産合計    － － 4,691,223 100.0  4,528,499 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高       

１．評価試験事業収入   945,795  554,201 2,088,353  

２．バイオマーカー開
発事業収入 

  58,620 1,004,415 100.0 106,227 660,429 100.0 207,819 2,296,173 100.0

Ⅱ 売上原価       

１．評価試験事業売上
原価 

  266,038  214,874 643,826  

２．バイオマーカー開
発事業売上原価 

  28,430 294,468 29.3 31,896 246,770 37.4 69,012 712,839 31.0

売上総利益    709,946 70.7 413,658 62.6  1,583,333 69.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   368,537 36.7 303,884 46.0  675,478 29.5

営業利益    341,408 34.0 109,773 16.6  907,855 39.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,925 0.2 4,889 0.8  4,466 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  5,461 0.5 91 0.0  9,597 0.4

経常利益    337,872 33.7 114,571 17.4  902,724 39.3

Ⅵ 特別損失 ※４  － － － －  3,995 0.2

税引前中間(当期)
純利益 

   337,872 33.7 114,571 17.4  898,728 39.1

法人税、住民税及
び事業税 

  140,607  41,409 370,356  

法人税等調整額   335 140,942 14.1 7,367 48,776 7.4 945 371,301 16.1

中間(当期)純利益    196,929 19.6 65,794 10.0  527,426 23.0

前期繰越利益    1,162,454 － －  － －

中間未処分利益    1,359,383 － －  － －

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

 

区分 

株主資本

純資産

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計 資本

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 利益

剰余金 
合計 

別途

積立金 
繰越利益

剰 余 金 

平成18年６月30日 
残高   (千円) 833,614 1,671,663 1,671,663 10,000 1,689,880 1,699,880 △199,940 4,005,218 4,005,218

中間会計期間中の変
動額          

新株の発行 70 70 70   －  141 141

剰余金の配当   －  △47,309 △47,309  △47,309 △47,309

中間純利益   －  65,794 65,794  65,794 65,794

中間会計期間中の
変動額合計(千円) 70 70 70 － 18,485 18,485 － 18,626 18,626

平成18年12月31日 
残高   (千円) 833,685 1,671,734 1,671,734 10,000 1,708,365 1,718,365 △199,940 4,023,845 4,023,845

区分 

株主資本

純資産

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計 資本

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 利益

剰余金 
合計 

別途

積立金 
繰越利益

剰 余 金 

平成17年６月30日 
残高   (千円) 830,115 1,668,164 1,668,164 10,000 1,208,892 1,218,892 △199,940 3,517,233 3,517,233

事業年度中の変動額          

新株の発行 3,499 3,499 3,499   －  6,998 6,998

剰余金の配当   －  △46,438 △46,438  △46,438 △46,438

当期純利益   －  527,426 527,426  527,426 527,426

事業年度中の変動
額合計  (千円) 3,499 3,499 3,499 － 480,987 480,987 － 487,985 487,985

平成18年６月30日 
残高   (千円) 833,614 1,671,663 1,671,663 10,000 1,689,880 1,699,880 △199,940 4,005,218 4,005,218



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益   337,872

減価償却費   14,108

受取利息及び配当金   △162

売上債権の減少額   62,600

たな卸資産の増加額   △118,686

前受金の減少額   △35,468

未払消費税等の減少額   △27,364

その他   △67,846

小計   165,052

利息及び配当金の受取額   110

法人税等の支払額   △207,812

営業活動によるキャッシュ・フロー   △42,648

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   △500,000

有形固定資産の取得による支出   △19,292

敷金保証金の差入による支出   △3,975

信託受益権の純減少額   499,594

関係会社株式の取得による支出   △33,000

投資活動によるキャッシュ・フロー   △56,673

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入   3,094

配当金の支払額   △44,288

財務活動によるキャッシュ・フロー   △41,194

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △140,516

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,697,450

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,556,934

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

   移動平均法による原価

法を採用しております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。 

 なお、主要な耐用年数

は次のとおりでありま

す。 

建物     10～24年 

器具及び備品 ３～15年 

 定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く）については定額法）

を採用しております。 

 なお、主要な耐用年数

は次のとおりでありま

す。 

建物     10～50年 

器具及び備品 ３～15年 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採

用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

 なお、貸倒実績及び貸

倒懸念債権等特定の債権

がないため、当中間会計

期間は貸倒引当金を計上

しておりません。 

同左  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

 なお、貸倒実績及び貸

倒懸念債権等特定の債権

がないため、当事業年度

は貸倒引当金を計上して

おりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

４．リース取引の処理

方法 

─────  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

───── 

５．中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出

し可能な預金からなってお

ります。 

───── ───── 

６．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

   当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

───── ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

     当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は4,005,218千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

65,067千円 88,480千円 78,926千円 

※２   ────── ※２ 関係会社株式の取得に伴うも

のであります。 

※２   ────── 

※３ 消費税等の取扱い ※３ 消費税等の取扱い ※３   ────── 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めております。 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 
  

  
受取利息 162千円

  
受取利息 1,821千円

   

   

   

受取利息 352千円

抵当証券利息 1,797千円

助成金収入 1,643千円

信託収益 664千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２   ────── ※２ 営業外費用のうち主なもの 
  

  
本社移転費用 5,224千円

  

  
   事務所移転費用 8,659千円

新株発行費 855千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 13,678千円

無形固定資産 429千円

  
有形固定資産 9,554千円

無形固定資産 482千円

有形固定資産 28,936千円

無形固定資産 875千円

※４   ────── ※４   ────── ※４ 特別損失のうち主なもの 
        

建物除却損 3,995千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加459株は、平成17年８月19日付の株式分割（１：２）による増加であります。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 918 － － 918 

合計 918 － － 918 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 (注） 459 459 － 918 

合計 459 459 － 918 

前中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 3,056,934千円

預入期間が3ヶ月超の定期預金 △500,000千円

現金及び現金同等物 2,556,934千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

───── リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

───── 

  １．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

    

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 4,077 135 3,941

合計 4,077 135 3,941

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

    
１年内 789千円

１年超 3,157千円

合計 3,947千円

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

    
支払リース料 142千円

減価償却費相当額 135千円

支払利息相当額 11千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法   

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  

  ５．利息相当額の算定方法   

   リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法は利息

法によっております。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間及び前事業年度については、いずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 5,000 



（持分法損益等） 

当中間会計期間及び前事業年度における「持分法損益等」に関する注記については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表

を作成しているため記載しておりません。 

  

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

１株当たり純資産額 15,670.46円

１株当たり中間純利益
金額 

843.71円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

782.81円

  

１株当たり純資産額 17,004.51円

１株当たり中間純利益
金額 

278.11円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

262.00円

１株当たり純資産額 16,932.09円

１株当たり当期純利益
金額 

2,250.72円

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

2,097.43円

  
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 196,929 65,794 527,426 

普通株主に帰属しない金額（千円） 
（うち利益処分による役員賞与金） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

普通株式に係る中間(当期)純利益
（千円） 

196,929 65,794 527,426 

普通株式の期中平均株式数（株） 233,410 236,574 234,337 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 
（うち新株予約権） 

18,159 

（18,159） 

14,549 

（14,549） 

17,126 

（17,126） 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

────── 

 平成16年９月28日開

催の定時株主総会決議

による平成17年３月17

日発行の新株予約権

（ストックオプショ

ン）762個（普通株式

1,524株）及び平成17

年８月29日発行の新株

予約権（ストックオプ

ション）238個（普通

株式476株） 

 平成16年９月28日開

催の定時株主総会決議

による平成17年８月29

日発行の新株予約権

（ストックオプショ

ン）238個（普通株式

476株） 



２．株式分割について 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、平成17年８月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間及び前事業年度における１株当たり情報の

各数値はそれぞれ以下のとおりとなります。 

  

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

当社は、平成17年８月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとお

りとなります。 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

前事業年度
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 13,554.61円 １株当たり純資産額 15,147.82円

１株当たり中間純利益金額 813.94円 １株当たり当期純利益金額 2,469.42円

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額 

749.06円
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

2,273.51円

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 15,147.82円

１株当たり当期純利益金額 2,469.42円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

2,273.51円



（重要な後発事象） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（子会社設立) 

 平成17年12月19日開催の取締役会

決議に基づき、平成18年１月17日に

子会社を設立いたしました。会社の

概要は以下のとおりであります。 

１．商号 株式会社エビデンスラボ 

２．代表取締役  

川岸里香子（医師・医学博士、

当社嘱託医師） 

３．本店所在地 東京都港区 

４．事業内容 

(1）主としてトクホ等を対象とする

ウェブサイトを介した市販後調

査 

(2）主としてトクホ等を対象とする

ウェブサイトを介した広告宣伝

の企画、制作、販売及びこれら

の代理業務 

(3）主としてトクホ等を対象とした

サンプリング等の販売促進活動

の企画、制作、販売及びこれら

の代理業務 

(4）マーケティングリサーチ及び各

種情報の収集、分析、提供業務 

５．決算期 ６月30日 

６．資本金 200百万円 

７．当社取得価額 120百万円 

８．株主構成 

当社60％ 

株式会社博報堂33.4％ 

外部協力者（個人）等6.6％ 

（持株会社体制への移行） 

 当社は、平成18年12月８日開催の

臨時株主総会決議に基づき、平成19

年１月４日を期日として会社分割

（新設分割）により純粋持株会社体

制に移行するとともに、純粋持株会

社への移行にともない商号を株式会

社総医研ホールディングスに変更い

たしました。 

(1) 取引の概要 

① 分割対象となった会社の名称及

び事業の内容 

   当社生体評価システム事業 

② 企業結合の法的形式及び結合後

企業の内容 

  当社を分割会社として、新設

する株式会社総合医科学研究所

に事業を承継させる分社型の新

設分割であります。なお、当社

は分割期日をもって、株式会社

総医研ホールディングスに商号

変更いたしました。 

 ③ 会社分割の目的 

グループ全体の経営効率の向

上やコーポレートガバナンスの

強化等により企業価値の増大を

図るとともに、当社の事業機能

を分社して完全子会社とし、他

のグループ会社と並列の位置づ

けとすることによって、事業に

おける中立性・客観性を担保す

るという目的で会社分割を行

い、当社を純粋持株会社化する

ものであります。 

 ④ 分割に際して発行する株式の種

類及び数、並びに割当に関する

事項 

新設分割設立会社は当該分割

に際して、普通株式6,000株を発

行し、全て分割会社である当社

に割当てました。 

分割交付金の支払いはありま

せん。 

(2) 会計処理の概要 

 上記会社分割は、共通支配下

の取引に該当するため、移転事

業にかかる資産及び負債の移転

直前の適正な帳簿価額による純

資産額に基づいて、新設分割設

立会社の株式の取得原価を算定

いたしました。 

  

（株式会社ビービーラボラトリーズ

の子会社化について） 

当社は、新たに化粧品製造販売業

への進出を目的として、平成18年７

月３日開催の取締役会において、化

粧品製造販売業を営む株式会社ビー

ビーラボラトリーズの株式を100％

保有している持株会社である有限会

社コアの株式を100％取得し、子会

社化する方針を決議いたしました。 

当該決議に従い、平成18年７月４日

付で同社の株式を60株取得し、両社

を連結子会社としました。 

１．株式取得の相手会社等の名称 

田中 拓也、田中 礼央、田中 

義信、田中 洋子 

２．買収する会社の名称、事業内

容、規模 

名  称：有限会社コア 

事業内容：化粧品の販売及び有

価証券の保有 

規  模： 

平成17年９月期 

売上高  19,117千円 

経常損失  4,925千円 

総資産  93,426千円 

純資産  61,741千円 

３．有限会社コアの子会社化に伴い

連結対象となる会社の名称、事

業内容、規模 

名  称：株式会社ビービーラ

ボラトリーズ 

事業内容：化粧品の製造販売業 

規  模： 

平成17年６月期 

売上高 1,412,849千円 

経常利益  9,575千円 

総資産  571,718千円 

純資産  233,244千円 

４．株式取得の時期 

平成18年７月４日 

５．取得する株式の数、取得価額及

び取得後の持分比率 

取得株式数     60株 

取得価額    790百万円 

取得後持分比率   100％ 

６．支払資金の調達及び支払方法 

支払資金については、保有する

現金及び預金により支払う予定で

あります。 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  （新株予約権付社債および新株予約

権の発行について） 

 平成19年１月15日開催の当社取締

役会において第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債ならびに第６回

乃至第10回新株予約権の発行を決議

し、平成19年１月31日に払込みが完

了しております。その概要は次のと

おりです。 

（ストックオプション） 

平成18年９月28日開催の当社の定

時株主総会において、当社及び当社

子会社の取締役及び従業員並びに社

外のコンサルタント及び協力者に対

して、会社法第236条、第238条並び

に第239条の規定に基づき、新株予

約権の発行を決議いたしました。 

  Ⅰ．第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債について 

  

  １．社債の名称   

  株式会社総医研ホールディング

ス第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債（転換社債型新株予約

権付社債間限定同順位特約付） 

  

  ２．社債の総額   

  2,000,000,000円   

  ３．各社債の金額   

  50,000,000円の1種   

  ４．発行価額の総額   

  2,000,000,000円   

  ５．発行価格   

  額面100円につき金100円。 

ただし、本新株予約権と引換え

に金銭の払込みは要しない。 

  

  ６．利率   

  本社債には利息を付さない。   

  ７．償還期限   

  平成21年１月30日   

  ８．払込期日   

  平成19年１月31日 

本新株予約権を割り当てる日は

平成19年１月31日とする。 

  

  ９．本新株予約権の目的となる株式

の種類 

  

  当社普通株式   

  10．本新株予約権の目的となる株式

の数 

  

  本新株予約権の行使請求により

当社が当社普通株式を交付する数

は、行使請求する本新株予約権に

係る本社債の払込金額の総額を転

換価額で除して得られる最大整数

とする。 

  

  11．本新株予約権の総数   

  40個   

  12．本新株予約権の行使時の払込金

額 

  

  社債の発行価額と同額とする。   

  13．新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価額

の総額 

  

  金2,000,000,000円   



 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  14．新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

  

  ① 本新株予約権の行使により発

行する当社普通株式１株の発行

価格は、転換価額（ただし、転

換価額が修正または調整された

場合は修正後または調整後の転

換価額）とする。 

  

  ② 本新株予約権の行使により株

式を発行する場合における増加

する資本金の額は、会社計算規

則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度

額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生ず

る場合は、その端数を切り上げ

るものとする。増加する資本準

備金の額は、資本金等増加限度

額より増加する資本金の額を減

じた額とする。 

  

  15．転換価額   

  転換価額は、１株につき当初

156,000円とする。 

  

  16．転換価額の修正   

  本新株予約権付社債の発行後、

毎月第３金曜日（以下「決定日」

という。）の翌取引日以降、転換

価額は、決定日まで（当日を含

む。）の３連続取引日（ただし、

終値（終値のない場合は、気配表

示を含む。以下同じ。）のない日

は除き、決定日が取引日でない場

合には、決定日の直前の取引日ま

での３連続取引日とする。以下

「時価算定期間」という。）の株

式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終

値の平均値の90％に相当する金額

（100円未満を切り捨てる。以下

「決定日価額」という。）に修正

される。なお、時価算定期間内

に、一定の転換価額の調整事由が

生じた場合には、修正後の転換価

額は、本新株予約権付社債の社債

要項に従い当社が適当と判断する

金額に調整される。 

ただし、かかる算出の結果、決

定日価額が78,000円（以下「下限

転換価額」という。）を下回る場

合には、修正後の転換価額は下限

転換価額とし、決定日価額が

234,000円（以下「上限転換価

額」という。）を上回る場合に

は、修正後の転換価額は上限転換

価額とする。 

  



 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  17．新株予約権の行使期間   

  平成19年２月１日から平成21

年１月29日まで 

  

  18．資金使途   

  新規のバイオマーカー、食薬お

よび化粧品等にかかる研究開発、

ならびに特定保健用食品等の市販

後調査等を行うマーケティング事

業を拡大させるためのインフラの

構築等の事業基盤の拡充に向けた

投資等を行うべく、これらの事業

活動を行う子会社である株式会社

総合医科学研究所、株式会社ビー

ビーラボラトリーズまたは株式会

社エビデンスラボに対する出資ま

たは融資等に充当する予定であり

ます 

  

  Ⅱ．第６回乃至第10回新株予約権に

ついて 

  

  １．新株予約権の目的となる株式の

種類 

  

    当社普通株式   

  ２．新株予約権の目的となる株式の

数 

  

  本新株予約権１個の行使請求に

より当社が当社普通株式を交付す

る数は、40,000,000円（以下「出

資金額」という。）を行使価額で

除して得られる最大整数とし、本

新株予約権複数個の行使請求によ

り当社が当社普通株式を交付する

数は、行使請求の対象となった本

新株予約権の数に出資金額を乗じ

た金額を行使価額で除して得られ

る最大整数とする。 

  

  ３．発行総数   

  各10個（合計50個）   

  ４．発行価額の総額   

  各4,120,000円（合計

20,600,000円） 

  

  ５．払込期日   

  平成19年１月31日   

  ６．新株予約権の行使時の払込金額   

  本新株予約権１個の行使に際し

て出資される財産の価額は、

40,000,000円とする。 

  

  ７．新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価額

の総額 

  

  各404,120,000円（合計

2,020,600,000円） 

本新株予約権の行使期間内に行

使が行われない場合および当社が

新株予約権を取得した場合には、

上記金額は減少する。 

  



 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  ８．新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

  

  ① 本新株予約権１個の行使によ

り発行する当社普通株式１株の

発行価格は、40,412,000円を、

当該行使請求の時点において有

効な交付株式数で除した金額と

なり、本新株予約権複数個の行

使により発行する当社普通株式

１株の発行価格は、行使請求の

対象となった本新株予約権の数

に40,412,000円を乗じた金額

を、当該行使請求の時点におい

て有効な交付株式数で除した金

額となる。 

  

  ② 本新株予約権の行使により株

式を発行する場合における増加

する資本金の額は、会社計算規

則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度

額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生ず

る場合は、その端数を切り上げ

るものとする。増加する資本準

備金の額は、資本金等増加限度

額より増加する資本金の額を減

じた額とする。 

  

  ９．行使価格   

  行使価格は、当初312,000円と

する。 

  

  10．行使価額の修正   

  ① 当社は、平成19年５月１日以

降、平成22年１月29日までの

間、当社取締役会が資金調達の

ために必要と認めた場合には、

修正開始日以降、行使価額修正

を決定することができ、この決

定を行った場合には、当社は、

行使価額修正の決定が行われた

ことおよび修正開始日を、行使

価額修正決議日に、新株予約権

原簿に記載された各新株予約権

者に通知するものとする。② 

行使価額修正の決定が行われた

場合、行使価額は、①修正開始

日（当日を含む。）から修正開

始日の翌月の第３金曜日まで

（当日を含む。）の期間におい

ては、行使価額修正決議日の前

銀行営業日まで（当日を含

む。）の３連続取引日（ただ

し、終値（気配表示を含む。以

下同じ。）のない日は除き、行

使価額修正決議日の前銀行営業 

  



  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

日が取引日でない場合には、行

使価額修正決議日の前銀行営業

日の直前の取引日までの３連続

取引日とする。以下「修正開始

日行使価額算定期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未

満を切り捨てる。）に、②修正

開始日の翌月の第３金曜日の翌

日以後においては、毎月第３金

曜日（以下「決定日」とい

う。）の翌日以降、決定日まで

（当日を含む。）の３連続取引

日（ただし、終値のない日は除

き、決定日が取引日でない場合

には、決定日の直前の取引日ま

での３連続取引日とする。以下

「修正後行使価額算定期間」と

いう。）の株式会社東京証券取

引所における当社普通株式の普

通取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未

満を切り捨てる。）に、それぞ

れ修正される（修正後の行使価

額を以下「修正後行使価額」と

いう。）。なお、修正開始日行

使価額算定期間または修正後行

使価額算定期間内に、一定の行

使価額の調整事由が生じた場合

には、修正後行使価額は、本新

株予約権の要項に従い当社が適

当と判断する値に調整される。 

ただし、かかる算出の結果、

修正後行使価額が78,000円（以

下「下限行使価額」という。）

を下回る場合には、修正後行使

価額は下限行使価額とし、修正

後行使価額が468,000円（以下

「上限行使価額」という。）を

上回る場合には、修正後行使価

額は上限行使価額とする。 

  

  11．新株予約権の行使期間   

  平成19年２月１日から平成23年

１月31日まで 

  

  12．資金使途   

  主としてグループにおける事業

の一層の多角化や強化を行うため

の子会社設立およびＭ＆Ａ等に要

する機動的な調達資金等に充当す

る予定であります。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第12期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日近畿財務局長に提出 

  

(2) 有価証券届出書（第１回転換社債型新株予約権付社債発行）及びその添付書類 

  平成19年１月15日近畿財務局長に提出 

  

(3) 有価証券届出書（第６回乃至第10回新株予約権発行）及びその添付書類 

  平成19年１月15日近畿財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書 

  平成18年７月５日近畿財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

臨時報告書であります。 

  平成18年10月23日近畿財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（重要な会社分割）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成19年３月28日

株式会社総医研ホールディングス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社総医研ホールディングス（旧会社名 株式会社総合医科学研究所）の平成18年７月１日から平成19年６月30日

までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社総医研ホールディングス（旧会社名 株式会社総合医科学研究所）及び連結子会社の平成

18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から事業区分を変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月15日開催の取締役会において第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了

している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成18年３月24日

株式会社総合医科学研究所     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社総合医科学研究所の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成17年

７月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社総合医科学研究所の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成19年３月28日

株式会社総医研ホールディングス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小竹 伸幸  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社総医研ホールディングス（旧会社名 株式会社総合医科学研究所）の平成18年７月１日から平成19年６月30日

までの第13期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社総医研ホールディングス（旧会社名 株式会社総合医科学研究所）の平成18年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は会社分割により純粋持株会社に移行するとともに商号を変更し

ている。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月15日開催の取締役会において第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了

している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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